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(57)【要約】
【課題】　実際の飛行環境に近い現実的な状況下での訓
練を可能とし、指導員の立会いなしでの操縦訓練を可能
とし、定量的な技能評価を可能とし、飛行実績の証明と
なる報告書の出力を可能とすること。
【解決手段】　本発明の操縦訓練システムは、操縦機と
飛行体と訓練システムを備えたものであって、訓練シス
テムによって、マニュアル飛行制御、アシスト飛行制御
、異常飛行制御、完全自律飛行制御、自動帰還制御の制
御を可能とし、飛行体は、訓練システムで設定された制
御条件で飛行するようにした。訓練システムは、飛行体
情報受信部や操縦評価部、操縦ガイダンス部、飛行情報
表示部、飛行情報記録部を備えたものとしてもよい。飛
行情報記録部で記録された情報は、報告書の形で出力で
きるようにしてもよい。
【選択図】図１
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　自律飛行制御装置を備えた飛行体の操縦訓練システムにおいて、
　飛行体と、当該飛行体を操縦する操縦機と、訓練システムを備え、
　前記訓練システムは、外乱のような異常状態を擬似的に作り出し、その異常状態下で前
記飛行体を飛行させる異常飛行制御が可能であり、
　前記制御下で飛行する飛行体を、前記操縦機を操作することによって操縦可能である、
　ことを特徴とする操縦訓練システム。
【請求項２】
　自律飛行制御装置を備えた飛行体の操縦訓練システムにおいて、
　飛行体と、当該飛行体を操縦する操縦機と、訓練システムを備え、
　前記訓練システムは、操縦機による操縦量に係わらず飛行体を飛行させるアシスト飛行
制御が可能であり、
　前記アシスト飛行制御は、飛行体の姿勢角が一定に保持されるように制御する姿勢制御
アシスト、飛行体の位置が保持されるように制御する位置制御アシスト、飛行体のＸＹＺ
軸のいずれか一つの軸を自律飛行で保持し、残りの二つの軸を操縦者が操縦できる一軸固
定制御、前記三軸のいずれか二つの軸を自律飛行で保持し、残りの一つの軸を操縦者が操
縦できる二軸固定制御によって操縦をアシストする半自律制御のいずれかであり、
　前記制御下で飛行する飛行体を、前記操縦機を操作することによって操縦可能である、
　ことを特徴とする操縦訓練システム。
【請求項３】
　自律飛行制御装置を備えた飛行体の操縦訓練システムにおいて、
　飛行体と、当該飛行体を操縦する操縦機と、訓練システムを備え、
　前記訓練システムは、飛行体が所定の飛行エリアの外に出たときに当該飛行エリア内に
自動的に帰還させる自動帰還制御が可能であり、
　前記制御下で飛行する飛行体を、前記操縦機を操作することによって、操縦可能である
、
　ことを特徴とする操縦訓練システム。
【請求項４】
　自律飛行制御装置を備えた飛行体の操縦訓練システムにおいて、
　飛行体と、当該飛行体を操縦する操縦機と、訓練システムを備え、
　前記訓練システムは、飛行体が操縦者の裁量で自由に飛行させることができるようにす
るマニュアル飛行制御、操縦機による操縦量に係わらず飛行体を飛行させるアシスト飛行
制御、外乱のような異常状態を擬似的に作り出し、その異常状態下で前記飛行体を飛行さ
せる異常飛行制御、飛行体を完全に自律飛行させる完全自律飛行制御、飛行体が所定の飛
行エリアを出たときに当該飛行エリア内に自動的に帰還させる自動帰還制御のうちの複数
の制御が可能であり、
　前記制御下で飛行する飛行体を、前記操縦機を操作することによって、操縦可能である
、
　ことを特徴とする操縦訓練システム。
【請求項５】
　請求項１から請求項４のいずれか１項に記載の操縦訓練システムにおいて、
　訓練システムは、飛行体に関する種々の情報を取得する飛行体情報受信部と、当該飛行
体情報受信部で取得した飛行体情報をもとに、操縦者の操縦の評価を行う操縦評価部を備
えた、
　ことを特徴とする操縦訓練システム。
【請求項６】
　請求項５記載の操縦訓練システムにおいて、
　操縦評価部は、操縦者の操縦で得られる評価項目に関する数値と、予め設定された当該
評価項目に関する基準値の比較によって評価を行う、
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　ことを特徴とする操縦訓練システム。
【請求項７】
　請求項１から請求項６のいずれか１項に記載の操縦訓練システムにおいて、
　訓練システムは、操縦者に対して、訓練内容、飛行指示、操縦方法の一又は二以上を含
むガイダンスを行う操縦ガイダンス部を備えた、
　ことを特徴とする操縦訓練システム。
【請求項８】
　請求項５から請求項７のいずれか１項に記載の操縦訓練システムにおいて、
　訓練システムは、飛行体情報受信部で取得した飛行体情報を可視化して表示する飛行情
報表示部を備えた、
　ことを特徴とする操縦訓練システム。
【請求項９】
　請求項５から請求項８のいずれか１項に記載の操縦訓練システムにおいて、
　訓練システムは、少なくとも飛行体情報受信部で取得される飛行体情報を記録可能な飛
行情報記録部を備えた、
　ことを特徴とする操縦訓練システム。
【請求項１０】
　請求項９記載の操縦訓練システムにおいて、
　飛行情報記録部で記録された情報は、飛行許可申請や免許更新の際等に使用する飛行実
績記録として利用可能な報告書の形で出力可能である、
　ことを特徴とする操縦訓練システム。

【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、小型無人航空機（本願において「飛行体」又は「機体」という）の操縦訓練
システムに関するものである。
【背景技術】
【０００２】
　近年、コンピュータ制御された飛行体が、ホビー用から産業用、軍事用といった様々な
場面で活用されている（特許文献１）。この飛行体は、ＵＡＶやＲＰＡＳ、ドローン、マ
ルチローターヘリコプタ等と呼ばれている。
【０００３】
　前記飛行体は三次元移動するものであるため操縦が難しく、高度な操縦技術及び身体的
な空間認識能力が必要とされる。不慣れな初心者が実際の飛行体を操縦した場合、墜落事
故によって人身傷害や器物破損する等、第三者や器物に被害を与えるおそれがある。この
ような事故を未然に防ぐためにも、実機を操縦するにあたっては、飛行体を確実に操縦で
きるように事前に飛行訓練を行うことが重要である。
【０００４】
　従来の訓練方法では、はじめに仮想空間上のシミュレータによるコンピュータ上の操縦
訓練（特許文献２）が行われ、シミュレータによる技能が基準に達した後、実機を用いた
訓練が行われる。実機による訓練では、常に指導員が訓練者（操縦者）の横で指導及び危
険行為の抑止、技能評価を行っており、指導員がフェイルセーフという重要な役割を担っ
ている。また、操縦者には飛行許可申請や免許更新の際等に、飛行実績記録と報告書の提
出が求められている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開２００７－３３１４２６号公報
【特許文献２】特開平１０－４９０３６号公報
【特許文献３】特表２００８－５４４３１４号公報
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【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　実際に実機を飛行させる際には風雨等の外乱が存在するが、従来のシミュレータは、あ
くまでもコンピュータ上での仮想的な訓練装置であるため、このような外乱を十分に反映
させた現実的な状況下での訓練を行うことはできない。
【０００７】
　また、実機訓練（とりわけ初心者が行う実機訓練）では指導員が常に傍らで指導及び危
険行為の抑止を行う必要があるが、常に指導員の立会いが必要となると、多大な人件費負
担がかかるため、経済的な要因によって飛行体の普及が進まないという不都合を招くおそ
れがある。さらに、指導員の立会いの下で実機訓練を受けても、技術評価基準が曖昧な現
状では、指導員により評価に差異が生じるという問題も避けられない。
【０００８】
　本発明の解決課題は、実際の飛行環境に近い現実的な状況下での訓練が可能であり、指
導員の立会いなしでも安心して高度な操縦訓練（実機訓練）を行うことができ、定量的な
技能評価が可能であり、飛行実績の証明となる報告書の出力が可能な操縦訓練システムを
提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００９】
　本発明の操縦訓練システムは、操縦機と飛行体と訓練システムを備えたものであって、
訓練システムによって、飛行体が操縦者の裁量で自由に飛行させることができるようにす
るマニュアル飛行制御、操縦機による操作量（操縦量）に係わらず飛行体を飛行させるア
シスト飛行制御、外乱のような異常状態を擬似的に作り出し、その異常状態下で前記飛行
体を飛行させる異常飛行制御、飛行体を完全に自律飛行させる完全自律飛行制御、飛行体
が所定の飛行エリアを出たときに当該飛行エリア内に自動的に帰還させる自動帰還制御の
うち複数の制御を可能とし、前記制御下で飛行する飛行体を、前記操縦機を操作すること
によって、操縦できるようにした。前記訓練システムは、前記異常飛行制御、前記アシス
ト飛行制御、前記自動帰還制御のいずれか一の制御を可能なものとすることもできる。
【００１０】
　前記操縦訓練システムにおいて、訓練システムは、飛行体に関する種々の情報を取得す
る飛行体情報受信部や操縦者の操縦の評価を行う操縦評価部、操縦者に対して操縦に関す
るガイダンスを行う操縦ガイダンス部、飛行体情報を可視化して表示する飛行情報表示部
、少なくとも飛行体情報を記録可能な飛行情報記録部を備えたものとすることもできる。
飛行情報記録部で記録された情報は、飛行許可申請や免許更新の際等に使用する飛行実績
記録として利用可能な報告書の形で出力できるようにすることもできる。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明の操縦訓練システムによれば、実際の飛行環境に近い現実的な状況下での訓練を
行うことができ、指導員の立会いなしでも安心して高度な操縦訓練（実機訓練）を行うこ
とができ、定量的な技能評価が可能であり、飛行実績の証明となる報告書を出力すること
ができる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本発明の操縦訓練システムの一例を示すブロック図。
【図２】飛行体の内部構成を示すブロック図。
【図３】訓練システムの内部構造を示すブロック図。
【図４】飛行情報表示部の一例を示す説明図。
【図５】報告書の一例を示す説明図。
【発明を実施するための形態】
【００１３】



(5) JP 2017-191225 A 2017.10.19

10

20

30

40

50

　（実施形態）
　本発明の操縦訓練システムの一例を、図面を参照して説明する。一例として図１に示す
操縦訓練システムは、操縦者が飛行体２を操縦する操縦機１と、訓練に適した機能が組み
込まれた飛行体２と、飛行体２の設定やモニタリング、操縦者の技能評価及び記録する訓
練システム３を備えている。
【００１４】
　［操縦機］
　前記操縦機１は飛行体操縦用のコントローラ（送信機）であり、一般にプロポと称され
るものである。プロポにはアンテナや操作スティックが設けられ、この操作スティックに
よって、スロットル操作、ラダー操作、エレベータ操作、エルロン操作等を行うことがで
きる。操縦者は、この操縦機１を用いて飛行体２を操縦する。操縦機１には、既存のプロ
ポを用いることができる。
【００１５】
　［飛行体］
　前記飛行体２は、一般にＵＡＶやＲＰＡＳ、ドローン、マルチローターヘリコプタ等と
称される小型無人航空機である。本発明における飛行体２は、訓練用のシステムが搭載さ
れている以外、その仕様は既存の飛行体と同様である。一例として図２に示す飛行体２は
、電源部２１と、飛行制御部２２と、通信部２３と、操縦機受信部２４と、位置・姿勢情
報取得部２５と、駆動部２６を備えている。
【００１６】
　前記電源部２１は飛行制御部２２や駆動部２６等に電源を供給する装置である。電源部
２１には、例えば、既存のリチウムポリマーバッテリ（Ｌｉ－Ｐｏバッテリ）等を用いる
ことができる。
【００１７】
　前記飛行制御部２２は、飛行体２の飛行制御のほか、訓練システム３で設定された飛行
条件（制御条件）に応じて飛行体２の動作を制御する部分である。具体的には、マニュア
ル飛行制御やアシスト飛行制御、異常飛行制御、完全自律飛行制御、自動帰還制御等を行
う。
【００１８】
　前記マニュアル飛行制御は、位置・姿勢情報取得部２５を使用せずに、操縦者の裁量で
自由に飛行させられるようにする制御である。マニュアル飛行制御は、例えば、操縦者の
技能を適切に評価するために、位置・姿勢情報取得部２５を使用せずに操縦訓練を行う場
合に適する制御である。
【００１９】
　前記アシスト飛行制御は、マニュアル操縦とは異なり、操縦をアシストした状態で飛行
するようにする制御である。アシスト飛行制御には、例えば、姿勢制御アシスト、位置制
御アシスト、半自律飛行アシスト等がある。
【００２０】
　前記姿勢制御アシストは、飛行体２の姿勢を制御し、操縦量に係わらず姿勢角が安定的
に一定に保たれるようにする制御である。姿勢制御アシストは、例えば、姿勢角を安定に
することで、操縦者が飛行位置のみの操縦訓練を行う場合に適する制御である。
【００２１】
　前記位置制御アシストは、飛行体２の位置を制御し、操縦量に係わらず位置が保持され
るようにする制御である。位置制御アシストは、例えば、位置が安定に保持されることで
、操縦者は飛行体２の安定性を気にせず飛行体２の三次元移動に集中して操縦訓練を行う
場合に適する制御である。
【００２２】
　前記半自律飛行アシストは、飛行体２のＸＹＺ軸のいずれか一つ又は二つを自律飛行で
保持（固定）して残りの軸のみを操縦できるようにする制御である。具体的には、ＸＹＺ
軸のいずれか一つを固定して、残り二つの軸を操縦者が操作できるようにする制御（一軸
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固定制御）と、ＸＹＺ軸のいずれか二つを自律飛行で固定して、残り一つの軸を操縦者が
操作できるようにする制御（二軸固定制御）がある。二軸固定制御は、例えば、操縦入門
者がある一軸のみに集中して操縦訓練を行う場合に、一軸固定制御は、例えば、二軸固定
制御になれた操縦者が二軸の平面上のみに集中して操縦訓練を行う場合に適する制御であ
る。
【００２３】
　前記異常飛行制御は、飛行体２が外乱を受けたときのような異常な状態を擬似的に作り
出し、その状況下で操縦者が操作できるようにする制御である。異常飛行制御は、例えば
、飛行体２が急に意図しない異常飛行をした際に、操縦者が安定した飛行に戻すための操
縦訓練を行う場合に適する制御である。
【００２４】
　前記完全自律飛行制御は、操縦者が操縦せずに完全に自律飛行させる制御である。完全
自律飛行制御は、例えば、離陸と着陸が不得意もしくは未熟な操縦者に対して自動離着陸
し、訓練を開始及び終了を簡単に行える制御であり、また計画飛行時の操作及び操縦訓練
を行う場合に適する制御である。
【００２５】
　前記自動帰還制御は、飛行体２が予め設定された飛行エリアから出たときに、当該飛行
体２を飛行エリア内に自動的に帰還させる制御である。飛行体２は飛行エリアの中心に戻
るようにするのが好ましいが、少なくとも飛行エリア内に入る位置まで戻るように設定す
ることもできる。自動帰還制御は、例えば、操縦者が自力での帰還が困難な場合において
、操縦者の補助機能として適する制御である。
【００２６】
　前記通信部２３は、訓練システム３とデータの送受信のやり取りをする無線通信モジュ
ールである。通信部２３として、例えば、９２０ＭＨｚ無線通信モジュールや２．４ＧＨ
ｚ無線通信モジュール等を用いることができる。
【００２７】
　前記操縦機受信部２４は、操縦機１からの操縦データを受信するレシーバ（受信機）で
ある。操縦機受信部２４として、例えば、９２０ＭＨｚ方式レシーバや２．４ＧＨｚ方式
レシーバを用いることができる。
【００２８】
　前記位置・姿勢情報取得部２５は、飛行体２の位置や姿勢に関する情報（位置・姿勢情
報）を取得するものであり、例えば、ＧＰＳ（グローバルポジショニングシステム）やモ
ーションキャプチャ、ＩＭＵ（慣性計測装置）等を用いることができる。飛行体２の自律
飛行は、位置・姿勢情報取得部２５で取得した位置・姿勢情報をもとに自律飛行制御部に
よって実現される。
【００２９】
　前記駆動部２６は、飛行体２を飛行させるための装置であり、モータやモータを制御す
る電子回路（ＥＳＣ：Ｅｌｅｃｔｒｏｎｉｃ Ｓｐｅｅｄ Ｃｏｎｔｒｏｌｌｅｒ）、プロ
ペラ等から構成される。
【００３０】
　なお、説明は省略するが、本発明における飛行体２には、前記電源部２１や飛行制御部
２２、通信部２３、操縦機受信部２４、位置・姿勢情報取得部２５、駆動部２６のほか、
スタビライザや撮影用カメラなど既存の飛行体と同様の部材が設けられている。
【００３１】
　［訓練システム］
　前記訓練システム３は飛行体２の飛行条件の設定やモニタリング、操縦者の技能評価及
び記録を行うシステムであり、例えば、専用のアプリケーションをインストールしたＰＣ
を用いることができる。一例として図３に示す訓練システム３は、飛行体設定部３１と、
設定情報送信部３２と、飛行体情報受信部３３と、飛行情報表示部３４と、操縦評価部３
５と、操縦ガイダンス部３６と、飛行情報記録部３７を備えている。
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【００３２】
　前記飛行体設定部３１は、訓練の目的に応じて、飛行体２の訓練モードや訓練の難易度
等の設定を行う部分である。飛行体設定部３１では、例えば、前記マニュアル飛行制御や
アシスト飛行制御（姿勢制御アシスト、位置制御アシスト、半自律飛行アシスト）、異常
飛行制御、完全自律飛行制御（自動離陸／自動着陸等）、自動帰還制御等の訓練モードの
選択や訓練の難易度といった各種飛行条件を設定する。
【００３３】
　前記設定情報送信部３２は、飛行体設定部３１で設定した飛行条件を飛行体２の通信部
２３へ送信する部分である。
【００３４】
　前記飛行体情報受信部３３は、飛行体２に関する様々な情報（飛行体情報）を取得する
部分である。飛行体情報としては、例えば、飛行体２のバッテリ残量や操縦機１の操縦量
、飛行軌跡、飛行姿勢などがある。ここに列挙した飛行体情報は一例であり、これ以外の
情報を取得できるようにしてもよい。
【００３５】
　前記飛行情報表示部３４では、飛行体情報を可視化して表示する部分である。訓練シス
テム３としてＰＣを用いる場合には、表示画面（ディスプレイ）を飛行情報表示部３４と
して利用することができる。飛行情報表示部３４、前記飛行体情報受信部３３で取得した
飛行体情報から、飛行体２の飛行軌跡や姿勢、操縦機１の操縦量等が可視化して表示され
る。
【００３６】
　一例として図４に示す飛行情報表示部３４は、メインヘルス表示部３４ａと、姿勢情報
表示部３４ｂと、軌跡表示部３４ｃと、ガイダンス表示部３４ｄと、各パラメータ表示部
３４ｅと、メニュー表示部３４ｆを備えている。メインヘルス表示部３４ａには飛行体２
のバッテリ残量や飛行体２との通信状態、操縦機１の通信状態等の情報が、姿勢情報表示
部３４ｂには飛行体２のロール・ピッチ・ヨーの各値及び３次元モデルで可視化した飛行
体２の姿勢及び情報が、軌跡表示部３４ｃには飛行体２の現在位置及び飛行した軌跡の情
報が、ガイダンス表示部３４ｄには飛行体２の状態のアナウンス及び操縦者に対して飛行
指示やアドバイスの情報が、各パラメータ表示部３４ｅには、操縦者の評価情報及び飛行
体２の位置・姿勢・操縦量等のパラメータ、飛行及び訓練の設定等の情報が、メニュー表
示部３４ｆには各表示部の表示・非表示等の設定や取扱説明書、システム概要等の情報が
表示される。この飛行情報表示部３４の画面構成は一例であり、これ以外であってもよい
。
【００３７】
　前記操縦評価部３５は、前記飛行体情報受信部３３で取得した飛行体情報をもとにして
、操縦者の操縦の評価を行う部分であり、例えば、飛行体２の位置や速度、姿勢、操縦機
１の操縦量等の評価が行われる。評価は種々の方法で行うことができる。例えば、飛行体
２の速度についての評価を行う場合、速度についての基準値を予め設定しておき、操縦者
の操作によって得られる速度と当該基準値とを比較することによって、速度についての評
価を行うことなどができる。または、ホバリング技能評価では一定の位置からの差の大き
さを評価し、ガイダンスの飛行指示に伴う評価では、熟練者の操縦量と未熟者の操縦量を
比較し評価を行うことなどができる。
【００３８】
　操縦評価部３５での評価項目は任意に設定することができ、飛行体２の位置や速度、姿
勢、操縦機１の操縦量のほか、訓練モードによって、離陸操縦、着陸操縦、ホバリング操
縦等の位置の安定度や操縦機１の操縦量の無駄等を評価することができる。
【００３９】
　前記操縦ガイダンス部３６は、前記操縦評価部３５での評価結果から操縦機１の操縦量
の無駄の提示や飛行体２の状態を定期的に提示し、操縦者の訓練をサポートする。この操
縦ガイダンス部３６では、例えば、「これからスロットル操作の練習をします」「これか
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倒して機体を１ｍ上昇させてください」「左の操作スティックを上に倒して機体を１ｍ前
進させてください」等の飛行指示、「バッテリ残量２５．０１Ｖ」「マニュアルモードに
変わりました。」等の飛行体２の状態の警告がなされる。ガイダンス内容は訓練モードに
応じて任意に設定しておくことができる。操縦ガイダンス部３６によるガイダンスは、訓
練システム３の飛行情報表示部３４に表示されるとともに、音声によって行われる。
【００４０】
　前記飛行情報記録部３７は、前記飛行体情報受信部３３で取得する飛行体２のバッテリ
残量や操縦機１の操縦量、飛行軌跡、飛行姿勢といった各種の飛行体情報をはじめ、訓練
モードや、操縦者の情報（操縦者情報）といった情報を記録する部分である。飛行情報記
録部３７で記録された情報は、飛行許可申請や免許更新の際等に使用する飛行実績記録と
して利用可能な報告書の形で出力できるようにしてある。
【００４１】
　前記報告書は、例えば、図５に示すような、「年月日」「飛行目的」「機体の型式」「
操縦者」「基地局管理者」「天候／気温／風速」「予定飛行速度」「予定飛行高度」「予
定飛行距離」「飛行前確認」「飛行ルート」「ノート」「評価」等の欄を備えたものとす
ることができる。報告書の形式はこれ以外であってもよいが、飛行許可申請や免許更新の
際等に使用する飛行実績記録として使用できる形式にするのが望ましい。
【産業上の利用可能性】
【００４２】
　本発明の操縦訓練システムは、飛行体２の操縦訓練に最適なシステムであるが、飛行体
２以外の操縦訓練にも応用することができる。
【符号の説明】
【００４３】
　１　　　操縦機
　２　　　飛行体（機体）
　３　　　訓練システム
　２１　　電源部
　２２　　飛行制御部
　２３　　通信部
　２４　　操縦機受信部
　２５　　位置・姿勢情報取得部
　２６　　駆動部
　３１　　飛行体設定部
　３２　　設定情報送信部
　３３　　飛行体情報受信部
　３４　　飛行情報表示部
　３４ａ　メインヘルス表示部
　３４ｂ　姿勢情報表示部
　３４ｃ　軌跡表示部
　３４ｄ　ガイダンス表示部
　３４ｅ　各パラメータ表示部
　３４ｆ　メニュー表示部
　３５　　操縦評価部
　３６　　操縦ガイダンス部
　３７　　飛行情報記録部
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